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1.研究の背景と目的 
 

1.1 研究の背景 

我が国は，その位置，島国特有の急峻な地形等の自然条

件から，地震等による自然災害が発生しやすい環境にあり，

人口や構造物の密集といった社会的条件が重なることによ

り，深刻な被害をもたらすことがある．地震に着目すると，

気象庁による震度観測史上，初めて震度7を記録した1995
（平成7）年の阪神・淡路大震災（兵庫県南部地震）以降， 
2011（平成23）年の東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）

など，数多くの地震とそれに伴う災害が発生している．と

りわけ，日本周辺における観測史上最大規模の地震である

東日本大震災では，地震によって発生した巨大津波が東北

地方と関東地方の太平洋沿岸部に壊滅的な被害をもたらし

た 1）．死者・行方不明者が約 2 万人，住家における全壊が

約13万棟，半壊が約27万棟と，戦後最大規模の自然災害

と呼べるものであった． 他にも，災害対策基本法策定のき

っかけとなった1959（昭和34）年の伊勢湾台風など，多様

な災害がそれぞれの地域で起きてきた． 
また，いつ起きてもおかしくないとされる南海トラフ地

震，首都直下地震等の大規模地震の可能性に加え，風水害

や火山災害といった過去の災害教訓を踏まえると，行政に

よる対応のみでは限界がある．大規模な災害が発生したと

き，被害の拡大を防ぐためには，国や都道府県，市町村の

対応である「公助」だけでは限界があり，自分の身を自分

の努力によって守る「自助」とともに，普段から顔を合わ

せている地域の人々が集まって，互いに協力し合いながら

防災活動に組織的に取り組む「共助」が必要である 2）． 
「共助」を担う組織として自治会単位で「自主防災組織」

が組織されている．自主防災組織とは，「自分たちの地域は

自分たちで守る」という自覚・連帯感に基づき，自主的に

結成する組織であり，災害による被害を予防・軽減するた

めの活動を行う組織である．社会環境の変化や住民意識の

変化によって，地域住民相互の助け合いとしての防災の機

能は低下しつつあったが，阪神・淡路大震災の被害を教訓

に，「自分たちの地域は自分たちで守る」という観点から自

主防災組織の重要性が見直された．そして，災害対策基本

法の改正により，「住民の隣保協同の精神に基づく自発的な

防災組織」（第二条の二 第二号）として，市町村がその充

実に努めなければならないとされている 3）． 
その後，各地で自主防災組織の育成に積極的に取り組む

ようになり，2018（平成30）年4月1日現在，全国でのカ

バー率は 83.2％となっており，約 16 万の自主防災組織が

結成されている 4）（図1-1）．しかし，日常生活において災

害への備えに取り組んでいる住民は4割以下にとどまって

いる上に，自主防災組織への参加意向が低いというのが現

状である 5）． 
また，自主防災組織のかかえる課題については，消防庁

が平成28年度に行った全国の自主防災組織1000団体を対

象に行ったアンケート調査 6）で，多くの自主防災組織は，

リーダー等の人材育成が進んでいないことなどを課題と感

じていることを明らかにしている．  
 

 

図1-1 自主防災組織の推移 4） 
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 本研究では，2011（平成23）年3月に発生した東日本大震災による液状化の被害が大きく，また，今後予想される
首都直下型地震や南海トラフ地震による大きな被害も予想される浦安市を対象とし，市内のほとんどの自治会が有す
る自主防災組織の実態を把握するためにヒアリング調査を行う．その際，GISによる空間データと文献調査から整理
した災害リスクなどの地域特性と対照させることで，全国レベルの調査では示されない自主防災組織の課題を，詳細
に把握することを目的とする．その結果，火災リスクや水害リスクの高い地域では各災害についての課題をあげられ
るほか，地域によって高齢化の実態が異なることを明らかにした．さらに，「共助の重要性」を重視するあまり「共助
の限界」を軽視していることが示唆された． 
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1.2 研究の目的 

 以上の背景を踏まえ，本研究では，災害が起きたときに

市町村と協力して共助を担う自主防災組織に着目する．東

日本大震災により液状化の被害を受け，今後予想される首

都直下型地震や南海トラフ地震による被害が甚大と考えら

れ，なおかつ，水害・火災・液状化などの災害リスクのあ

る浦安市を対象地としてヒアリング調査を行い，自主防災

組織の実態を把握することで，全国レベルの調査では把握

が困難な課題を地域の特性に照らしながら具体的に明らか

にすることを目的とする． 
 

2.研究の概要 
 
2.1 既存研究の整理 

本研究に関連する既存研究として，（1）防災と地域コミ

ュニティの関係に関する研究，（2）自治会や自治会自主防

災組織に関する研究がある． 

（1）防災と地域コミュニティの関係に関する研究 

 藤田ら 7）は，防災まちづくりと日常的な地区活動との関

連性を明らかにしており，防災まちづくりを充実するため

には，行政の支援だけではなく地域住民が自らの意志で活

動を行い，地域コミュニティの活性化が極めて重要である

と指摘している． 

 山内ら 8）は，東日本大震災で被災した自治会の活動実績

から，実際の災害時における機能の有効性について調査分

析しており，日々の自治会活動を通じて「人を知る」こと

で，実際の災害時に住民が有効な活動を行うことができた

ことを明らかにしている． 

 伊戸川 9）らは，地域コミュニティと防災活動との間に明

らかな相関関係があり，安全・安心まちづくりのためには，

ソーシャル・キャピタルの醸成を図ることで地域コミュニ

ティの活性化が必要であることを示している．  

 以上のように防災において地域コミュニティが重要であ

ることを示す研究がされている．  

（2）自治会や自治会自主防災組織に関する研究 

 岡西ら 10）は，横浜市を対象として，自治会町内会におけ

る人々のつながりの状況や災害対策活動について分析し，

活動が活発な自治会町内会の属性は，設立年が古く，戸建

て住宅が多い地域であることを示している．一方で，設立

年が古い自治会町内会は，加入率の低さなどの組織的な課

題を抱えていることを指摘している． 

 上野ら 11）は，自主防災組織の代表者にアンケート調査を

行い，共分散構造分析にて自主防災組織の活動を構造化し，

活動責任者の影響を明らかにしている．その結果，活動責

任者を選定している自主防災組織ほど，関連する地域減災

活動やマニュアル作成を行っていることを示している．  

 齋藤ら 12）は，自主防災組織の活動度の定量的な評価手法

を開発し，茨城県ひたちなか市内の自主防災会を対象に評

価を試みている．組織の実情に即した活動度評価を行い，

評価手法としての有効性を検証している．しかし，どの地

域においても評価できることを前提としているため，それ

ぞれの土地の地域性や災害リスクに対する取り組みについ

ては評価手法として不足する部分が出てきてしまうことを

課題としている． 

 塚田ら 13）は，前橋市を対象とし，東日本大震災前後にお

ける地区防災の変容と課題について，自主防災組織の有無

から分析している．そして，自主防災組織がある地区は，

ない地区よりも防災用資機材の備蓄率が高く，地区防災が

充実していることを示している． 
増子 14）は，浦安市を対象として，東日本大震災後の住民

組織の復旧対応について発災時・応急復旧期・復旧期の 3

つのフェーズに分けて分析し，発災時から自治会が重要な

役割を果たしたことを示している．  

 

2.2 本研究の位置づけ 

 既存研究では，防災において自治会活動などによる地域

コミュニティの活性化や，自主防災組織の活動の充実化が

重要であることが示されている．しかしながら，自主防災

組織の活動内容はそれぞれの土地の災害リスクなどにより

多岐に分かれる．さらに，東日本大震災以降の自主防災組

織の実態に関する研究の蓄積は少ない． 
そこで本研究では，自主防災組織の設立が進んでいる浦

安市を対象として，自主防災組織の実態を把握することに

より，全国レベルの調査では把握が困難な課題を具体的に

明らかにする点において意義がある． 
 
2.3 研究の方法と構成 

まずは文献から浦安の災害の歴史をまとめ，また，浦安

市 HP のオープンデータと国土数値情報，そして浦安市役

所都市計画課提供による浦安市市街地環境情報ブックから，

各自治会の災害リスクについて調査する． 

そして，各自治会の自治会長・自主防災組織長などに可

能な限りヒアリング調査を行う．ヒアリングで得た自主防

災組織の課題について KJ 法を用いて分類し，それぞれの

課題について整理する． 

 

3.対象地の概要 

 

3.1 浦安市の位置 

 対象地の千葉県浦安市は，東京湾最奥部に位置し，東と

南は東京湾に面し，西は旧江戸川を隔てて東京都江戸川区

と対峙している．1964（昭和39）年から海面埋め立て事業

が始まり，1971（昭和46）年には第2期海面埋め立て事業

が行われた．その結果，総面積はかつての4.43㎢の約4倍
の 16.98 ㎢に拡大した．浦安市は，旧市街地である「元町

地域」，第1期埋め立て事業により造成された「中町地域」，

第2期埋め立て事業により造成された「新町地域」，鉄鋼流

通などの工業が集積する「工業ゾーン」，東京ディズニーリ

ゾートなどが立地する「アーバンリゾートゾーン」の5つ
の地域から構成されている 15）（図3-1）． 
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3.2 浦安の災害の歴史 

浦安は地勢上，江戸川の氾濫と東京湾からの高潮による

水害を受けやすく，度々，壊滅的な被害を受けてきた．特

に大きな被害をもたらしたのは1949（昭和24）年のキティ

台風であった．浦安で起きた災害の歴史について浦安市教

育委員会が編集した「災害と闘ってきたまち」16）によると

人口 15,260 人のうち 14,182 人が罹災し，3,240 戸のうち

2,419戸が被害を受けたとある．この台風を契機として本格

的な河川堤防工事が行われた．また，海抜 0m の地帯では

自然排水ができないため，1962（昭和37）年のさかえ屋横

ポンプ場設置を皮切りに排水施設の整備に乗り出し，1992
（平成 4）年には現行の排水能力となった．排水施設の老

朽化や市街地の都市化，大雨の増加などの課題解決のため，

今後は排水能力を向上する予定である．火災にも悩まされ

た歴史があるが，1981（昭和56）年以降，建物火災は概ね

20～30件を推移し，大きな火災は発生していない．これは，

住民の火災予防に関する関心が高いためである．浦安では，

消防署が設置される以前，消防組や消防団が活躍していた

が，現在では消防団員は減少し，深刻な事態になっている．

また，埋め立て地では，2011（平成23）年の東日本大震災

で液状化の被害を大きく受けた 17）18）19）20）(表3-1)． 
災害対策についての法律や計画は，伊勢湾台風を機に策

定された災害対策基本法を皮切りに，大きな災害が起きる

たびに国・県・市などの各段階で法律や計画などを制定す

るようになった． 
浦安市でも防災計画を練られるようになり，自主防災組

織についても明記されるようになった．浦安市における防

災計画である浦安市地域防災計画（震災編）21）において，

共助は「自治会自主防災組織等が，互いに協力し地域社会

を災害から守ること」とされている． 
 

 
図3-1浦安市の位置・地域区分 15）を参考に筆者作成

 

表3-1 浦安における災害史 16）17）18）19）20）を参考に筆者作成 
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3.3 浦安市内の災害リスク 

東日本大震災では，埋め立てにより造成された中町地域

及び新町地域を中心に，多くの場所で液状化現象による土

砂の噴出や地盤沈下が発生した．また，元町地域はほとん

どが海抜 0ｍ地域であり，水害の危険性が高い．他にも建

物が密集している地域では火災の危険性があるなど，浦安

市にはさまざまな災害リスクがある．これより，水害，火

災の災害リスクと，東日本大震災による液状化の被害につ

いてGISを用いて空間的に示した．  
（1）水害 

水害については，国土数値情報 22)から得られる洪水ハザ

ードマップ（江戸川氾濫時のもの），浦安市の内水ハザード

マップ 23)，千葉県が発表している高潮浸水想定区域 24)の 3

種類のデータがある． 

洪水ハザードマップは江戸川放水路が氾濫した場合の浸

水の状況をシミュレーションしたもので，浸水は元町地域

に集中している．内水ハザードマップでは，浦安市全体に

まんべんなく浸水予想がある．高潮浸水想定区域について

は，元町地域が最も浸水被害が大きいものの，浦安市全域

で一定の浸水被害が予想されることが示されている．以上

のことから，浦安市内においては元町地域にて水害リスク

が最も大きいものの，中町地域・新町地域ともに一定の水

害リスクがあると考えられる． 

（2）火災 

 火災については，国土数値情報から得られる密集市街地
25)を含む3自治会が特にリスクが高いといえる．うち，1地

区は国土交通省が定める「地震時等に著しく危険な密集市

街地」と判断されている 26）． 

（3）液状化 

 液状化については，東日本大震災時の実際の被害レベル

について示す．東日本大震災後に液状化対策の工事がほと

んどなされていないことから妥当と考える．浦安市自治会

連合会発行の震災報告書27)に記載されているガス・上水道・

下水道・道路被害の4項目の被害の定義を参考に，被害評

価を筆者が作成した．そして，この4項目の値の合算値を

液状化リスクの値としている． これらより，中町地域が最

も液状化のリスクが大きく，次に新町地域にて液状化リス

クが大きいと考えられる．  

 

4.自治会自主防災組織に関するヒアリング調査 
 

4.1 ヒアリング調査の概要 

自主防災組織を設立している 82 の自治会のうち，41 の

自治会にヒアリング調査をした（表4-1）．浦安市内の各自

治会自主防災組織の課題や実態について把握することを目

的とし，自治会長などに対して，4 つの調査項目を軸に半

構造化ヒアリング調査を行った．自治会設立年，自治会名，

加入世帯数，住居タイプをまとめ，「元町A」など地域ごと

に id を付した表を示す（表 4-2）．以降の説明では，この

idによって自治会を特定する． 

 

表4-1 ヒアリング調査の概要 

 
表4-2 ヒアリング対象の自治会リスト 

 
 

4.2 ヒアリング調査の結果 

ヒアリング調査で把握した，（1）自治会自主防災組織基

本情報，（2）防災訓練，（3）防災資器材・備蓄，（4）東日

本大震災などの災害を受けて変化したこと，の4項目につ

いて記す． 

（1）自治会自主防災組織基本情報 

ほとんどの場合，自治会と自主防災組織は同じものとし

ているが，中町Oでは自治会委員・管理組合・棟委員など

から輪番制で自主防災組織に参加しているとともに，継続

的に防災にかかわる自主防災隊が中心となって運営してい

る．共同住宅では，管理組合がハード面を担い，自治会が

ソフト面を担い，連携して活動することが必要である．ほ

かにも，新町Aでは防災サポーター（ボランティア）が活

発であるなど，防災活動を充実化するために組織体制を工

夫している自治会が多くみられた．しかし，2自治会では，

輪番制の自治会役員と継続する防災メンバーの間に溝がで

きるという課題をあげており，5 自治会では，毎年防災メ

ンバーを変えてしまうことで継続した活動が難しいなど，

組織体制についての課題をあげる自治会も同様にみられる． 

調査期間 2019/10/8～2019/12/22

調査目的 各自治会自主防災組織の実態把握

ヒアリング数 82の自治会のうち41自治会

ヒアリング対象者 自治会長や防災部長

自治会自主防災組織基本情報
防災訓練・防災資機材の活用について
東日本大震災や台風を受けて変化したこと
自治会自主防災組織のかかえる課題

調査項目

id
自治会
設立年

自治会名
加入

世帯数
住宅タイプ

元町A 1963 堀江二丁目自治会 323 戸建＆共同住宅
元町B 1963 堀江五丁目自治会 350 戸建＆共同住宅
元町C 1963 猫実三丁目自治会 293 戸建＆共同住宅
元町D 1963 猫実四丁目自治会 994 戸建＆共同住宅
元町E 1963 第八区自治会 994 戸建＆共同住宅
元町F 1963 第九区自治会 1,463 戸建＆共同住宅
元町G 1973 第十区自治会 965 戸建＆共同住宅
元町H 1980 富士見三丁目自治会 207 戸建＆共同住宅
元町I 1981 堀江橋自治会 157 戸建＆共同住宅
元町J 1982 富士見自治会 397 戸建＆共同住宅
元町K 1985 北栄三丁目自治会 810 戸建＆共同住宅
中町A 1972 富岡自治会 466 主に戸建
中町B 1975 入船自治会 352 戸建＆共同住宅
中町C 1975 海楽南自治会 450 戸建＆共同住宅
中町D 1977 東野自治会 1,781 戸建＆共同住宅
中町E 1978 今川自治会 754 戸建＆共同住宅
中町F 1978 サンコーポ浦安自治会 1,050 共同住宅
中町G 1979 パ－クシティ弁天自治会 584 主に戸建
中町H 1979 さつき苑自治会 120 主に戸建
中町I 1982 美浜１５自治会 196 主に戸建
中町J 1982 京成サンコ－ポ浦安自治会 387 共同住宅
中町K 1984 美浜１６自治会 222 主に戸建
中町L 1984 舞浜ローズタウン自治会 269 主に戸建
中町M 1984 コモンシティ浦安自治会 353 主に戸建
中町N 1984 美浜三丁目自治会 387 主に戸建
中町O 1984 入船東エステ－ト自治会 749 共同宅地
中町P 1992 舞浜三丁目自治会 477 主に戸建
新町A 1991 海風の街自治会 538 共同住宅
新町B 1992 浦安高洲県営住宅自治会 257 共同住宅
新町C 1997 潮音の街自治会 250 共同住宅
新町D 1997 夢海の街団地自治会 548 共同住宅
新町E 2002 グランファースト新浦安自治会 258 共同住宅
新町F 2004 ラディアンコースト新浦安自治会 337 共同住宅
新町G 2005 碧浜自治会 174 主に戸建
新町H 2005 望海の街自治会 81 共同住宅
新町I 2006 パークシティ東京ベイ新浦安ＳＯＬ自治会 202 共同住宅
新町J 2007 モアナヴィラ新浦安自治会 237 共同住宅
新町K 2008 パークシティグランデ新浦安自治会 550 共同住宅
新町L 2008 プラウド新浦安自治会 733 共同住宅
新町M 2012 プラウド新浦安パームコート自治会 550 共同住宅
新町N 2015 プラウド新浦安マリナテラス自治会 178 共同住宅
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また，高齢化・加入率の低下・防災意識の低さ・なり手

不足などの課題を多くの自治会があげており，加入率の低

下については，戸建＆共同住宅の自治会で顕著である． 

（2）防災訓練 

戸建＆共同住宅の自治会では，近隣の自治会と共催で防

災訓練を行うことが多く，共同住宅の自治会では，消防法

で定められている消防訓練と合同で行っている．中町Oで

は，祭りの中に防災の要素を組み込む取り組みをしており，

ほかにも安否確認，可搬動ポンプの試運転，避難所運営訓

練を行っている自治会があった．  

防災訓練について，危機管理課からのサポートが充実し

ており，防災訓練の仕方がわからないという声はなかった． 

（3）防災資器材・備蓄 

防災資器材の補助金が充実しているため，ほとんど全て

の自治会で補助金を活用し，資器材をそろえている．また，

34自治会で集会所があり，資器材の置き場が十分にあるた

め，防災用道具がないという課題はあげられなかった．し

かし，防災資器材はそろっているものの，非常時に実際に

使えるか疑問視する声は 3 自治会からあげられた．うち 2

自治会は，浦安市から貸与している可搬動ポンプについて

であった． 

また，管理の難しさや，住民が自助を怠り自治会の備蓄

に頼ることを懸念し，16自治会では備蓄をしていない． 

（4）東日本大震災などの災害を受けて変化したこと 

浦安市では，東日本大震災以前はあまり活発ではなかっ

た自治会自主防災組織が多い．中町Oや新町Aなど活発に

活動していた自治会もあるが，中町地域・新町地域の多く

の自治会では，東日本大震災をきっかけに防災意識が高ま

り，組織としてより活動を活発化している．一方，元町地

域では東日本大震災による液状化の被害がなく，自主防災

組織に与えた影響はほとんどなかった．また，東日本大震

災以降，自主防災組織の担う役割が大きくなり，6 自治会

では「共助の限界」を指摘している． 

2019（令和元）年の台風15号・台風19号では，一部地

域で停電や，木が倒れるなどの被害はあったものの，大き

な被害はなかった．ただ，浦安市では台風19号の際に警戒

レベル3が発令され，自主避難場所が開設された．普段訓

練をしている避難所と自主避難場所が異なることへの困惑

や，高齢者にとっては遠すぎるなど，今後に向けた改善点

があげられた． 

 

5.KJ法による自主防災組織の課題の分析 
 

5.1 KJ法による分類 

自治会自主防災組織のかかえる課題について，KJ法によ

ってまとめたものを示す（図5-1）．自治会自主防災組織内

部の課題としては，組織の基本的課題，人の属性，防災の

ソフト面の課題の3種類に分類することができる．また，

自治会自主防災組織への外的な課題として，地理的・地形

的課題，外部組織の課題があげられる． 

 
図5-1 自治会自主防災組織の抱える課題の分類 

 

5.2 全国レベルの調査では把握しきれない課題 

（1）水害 

水害について，6自治会が「高台がない・土地が低い」な

どのハード面の課題をあげ，4 自治会が「水防訓練などど

うすればいいのか」などのソフト面の課題をあげている．

水害リスクを課題にあげた自治会は，海抜 0m 地域や海抜

0m地域に隣接する地域，水際の地域に分布している（図5-

2）．洪水ハザードマップの通り，元町地域の海抜0m地域が

特に危機感を感じていた． 

一方，中町地域・新町地域については，「自分たちの自治

会が危険な時は元町地域の方が危険で，自分たちは特に危

険ではない」と相対的に安全だという認識をしていた． 

（2）火災 

火災について，5 自治会が「建物が密集していて道路が

狭い」とハード面の課題をあげ，特に元町Dでは「初期消

火の意識が低い」というソフト面の課題があげられた．火

災リスクを課題にあげた自治会は，旧市街地や浦安駅周辺

に分布している（図5-3）． 

（3）液状化 

液状化リスクを課題にあげた自治会は，東日本大震災で

最も液状化の被害を受けた中町Eを含む3自治会にとどま

った（図5-4）．液状化に対する根本的な対策ができていな

いことは把握しているが，液状化への事前準備は共助とし

て担う部分ではない点から，課題にあげる自治会は少なか

った．また，中町Mでは，浦安市内で唯一液状化対策事業

を進めているものの，一部区域に限られている．これは，

事業の方針として住民の 100％の合意が必要であり，事業

を進めるのが極めて困難だからである． 

（4）高齢化 

高齢化については，どこでも指摘されるが，地域によっ

てその実態は異なることが明らかになった．中町地域・新

町地域では，世代に偏りがあり，さらにその世代が高齢化

することにより，急激な高齢化が進む．一方，元町地域は

駅周辺を中心に，東京への交通の便の良さから賃貸へ入居

する若者が増えている．しかし，賃貸へ入居する人々は自

治会活動などの地域コミュニティに参加しない傾向にあり，

自治会活動に参加する人の高齢化は否めない．  
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図5-2 水害リスクを課題にあげた自治会 

 
図5-3 火災リスクを課題にあげた自治会 

 
図5-4 液状化リスクを課題にあげた自治会 

 

6.結論 
 

6.1 本研究のまとめ 

本研究により明らかにしたことを下記に記す．自治会自

主防災組織のかかえる内部の課題は，組織の基本的課題，

人の属性，防災のソフト面の課題の3つに分類された．ま

た，消防庁が行った全国調査 6）と比較することで，災害リ

スクや高齢化など，地域によって課題が大きく異なること

が示唆された．さらに，「共助の重要性」を重視するあまり

「共助の限界」を軽視していることが示唆された． 

以上のことから，「共助」について，市のレベルですべて

一律に扱うのは適切ではなく，住居タイプなどの属性でグ

ループ分けをして対応するのが適切だと考えられる． 

 

6.2 今後の課題 

本研究では，「自治会長が把握する課題」を調査しており，

そもそも課題の把握をしていない自治会について把握でき

ていない．今後は，個々の住民やシニア会などの他のコミ

ュニティを対象とした調査が求められる．また，本研究の

結果は，浦安市を事例とした知見である．他都市において，

例えば，自主防災組織の組織率が低い地域の実態把握など，

研究の余地はある． 
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